
貸　　借　　対　　照　　表

令和 2 年 8 月 31 日現在

（単位：千円）

流動資産 （ ） 流動負債 （ ）

固定資産 （ ） 固定負債 （ ）

 有形固定資産 （ ）

（ ）

（ ）

（ ）

 無形固定資産 （ ）

（ ）

 投資その他の資産 （ ）

 自己株式

評価・換算差額等 （ ）

（ ）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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Ⅰ この計算書類は、中小企業の会計に関する基本要領によって作成しています。

Ⅱ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1． 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券

ｱ. 市場価格のあるもの

ｲ. 市場価格のないもの
移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、仕掛品、貯蔵品 個別法による原価法

2． 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

① 建物

② その他

3． 引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

（ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び
構築物は定額法）

第13期個別注記表

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によって処
理し、売却原価は移動平均法により算定）

定額法

定率法

尚、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によっております。

従業員の賞与の支給に備えるために賞与支給見込み額の当
期負担額を計上しております。



4． その他計算書類作成のための基本となる重要事項

(1) 重要な収益及び費用の計上基準

(2) リース取引の処理方法

(3) 前払費用の処理方法

(4) 消費税等の会計処理

Ⅲ 貸借対照表に関する注記

1． 有形固定資産の減価償却累計額

(1) 建物 16,990千円
(2) 建物附属設備 34,424千円
(3) 構築物 583千円
(4) 機械及び装置 755千円
(5) 工具器具備品 12,664千円

2． 関係会社に対する金銭債権債務

金銭債権 138,762千円
金銭債務 225,472千円

Ⅳ 損益計算書に関する注記

1． 関係会社との取引高

売上高 498,419千円
外注費等 9,865千円

Ⅴ 株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数
(1)普通株式 6,550株
(2)自己株式 1,150株

当期中に自己株式450株を取得しております。
これに伴い、みなし配当11,524千円が生じております。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており
ます。

完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる
重要な工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積
りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基
準を適用しております。

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっています。
なお、未経過リース料総額は、35,798千円であります。

1年以上の長期に亘る費用については長期前払費用として
投資その他の資産に計上しております。



Ⅵ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産
賞与引当金繰入超過額
賞与引当分法定福利費
労働保険料
未収事業税
未払事業所税
投資有価証券評価損
繰越欠損金
未払給与
繰延税金資産合計

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金
繰延税金負債の合計
繰延税金資産の純額

Ⅶ 1株当たり情報に関する注記

① 1株当たり純資産額 75,881円35銭
② 1株当たり当期純利益 7,792円55銭

Ⅷ 重要な後発事象に関する注記

Ⅸ その他の注記 　　

Ⅹ 当期純利益

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）潜在株式調整前で、期末発行済株式数から期末自己株式数を控除した株式数に基
づいて算出しております。

7,353千円
7,353千円

2,028千円

870千円
△138千円

40,076千円

32,303千円

304千円

486千円
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762千円

32,723千円

52,763千円

令和2年10月21日開催の臨時株主総会決議により新株予約権1500個を交付しておりま
す。

令和元年12月1日付で、当社の完全子会社である株式会社G'sダイナーを吸収合併してお
ります。

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因は、未収事業税、未払事業所税、賞与
引当金繰入超過額、賞与社会保険料、労働保険料、その他有価証券評価差額金及び繰越
欠損金であります。


